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んでいこうとしていると述べている（16）。北洋銀行が策定した平成 29 年度（2017 年度）か
らの新中期経営計画では，基本方針として「お客様第一主義」の徹底が掲げられ，この下
での 5 つの基本戦略の一つとして「事業性評価と地方創生に向けた主体的な取組みの強化」
















もみじの 3 銀行を傘下に置く山口フィナンシャルグループは，2015 年 12 月 21 日，「審査
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やや積極的とみるものが 55.4％あった一方で，やや消極的あるいは消極的とみるものが





























































































　このような営業店評価制度改革の事例として，浜松信用金庫（2019 年 1 月 21 日からは
浜松いわた信用金庫）の営業店評定制度改革を挙げることができる。浜松信用金庫は，






























































































































2009 年度以降の 8 年間で，719 社が同セミナーに参加し，参加した取引先のうち「知的資





















































































員会が 2005 年 8 月に策定）に基づき，質の高い決算書類を作成し，積極的に開示するよ
うに努める必要がある。













































































































































































が営業担当者によってばらつきが生じていることを課題と感じていた。2016 年 4 月から
検討を開始していた非財務面の対話シートについて，同信用組合が運用している書類，検
―16―


















































































































































































































　城北信用金庫は若手職員の育成を目的に 2012 年度に e ラーニングシステムを導入した。
同システムの閲覧・学習は自己啓発に位置づけられるが，同金庫では業務時間でも同シス
テムを用いて積極的に学習することを推奨している（174）。通信教育受講，中小企業診断士


















































































































































































2017 年 4 月 1 日号、60-61 ページ。

















却を図る、というものである（「産経ニュース」2015 年 12 月 22 日付）。
（21）金融審議会　金融分科会第二部会　協同組織金融機関のあり方に関するワーキング・
















を目指す」『しんくみ』2017 年 8 月号、24-27 ページ）。
（27）新田信行［2017］123-130 ページ。
（28）千葉銀行では、他行と同様、19907 年代の採用抑制の影響で、次長クラスの担い手、
中堅職員が不足していた（武下毅［2018］）。信金金庫の常勤役職員数は 1995 年 3 月の





（31）関東財務局「新規融資や金融仲介機能の発揮と中小企業支援策について」2013 年 11 月。










































































めに」『信用金庫』2016 年 4 月号、9-14 ページ。
（54）赤沼慎太郎「『事業性評価融資』のさらなる推進を」『しんくみ』2018 年 4 月号、
15-16 ページ等。渉外担当者にとって、約束の時間を守るということは、最も重要な行
動規範である（寺岡雅顕・楫野哲彦・樽谷祐一［2017］89-90 ページ）。




大学報告、2018 年 5 月。
（57）『ニッキン』2018 年 11 月 16 日付。
（58）津嘉山幸弥（沖縄海邦銀行宮古支店）「地域貢献活動を継続し、お客様との信頼関係













月号、64-65 ページ。溝渕俊次、前出（注 53）、9-12 ページ）。　
（62）信用金庫の支店長が、取引先企業が赤字の時にその打開策について取引先とともに
何日も真剣に考えたり取引先を支援して立ち直らせたりしている（鎌田雅之「顧客第一
主義に徹して」『信用金庫』2014 年 1 月号、38-39 ページ）。信用金庫職員が顧客に正面
から向き合い、寄り添い、顧客とともに知恵を出し、顧客の悩み事や要望などの相談を
聞いたとき、その対応と改善策について金庫内で自由に意見交換を行ったりしている（田
村正美「人を育てる」『信用金庫』2017 年 7 月号、36-37 ページ）。顧客の課題と真正面
から向き合い、解決を手伝うことによって顧客から感謝されることが信用金庫職員に求
められている（鶴見明夫「お客さまから感謝される信用金庫人を目指して」『信用金庫』
2017 年 11 月号、38-39 ページ）。信用金庫支店長の使命は、「顧客第一主義」営業を基
本方針として、地域に溶け込み、顧客と相思相愛の関係を構築することだという信用金
庫支店長経験者もいる（山下伸二「『顧客第一主義』と『約束』を守る」『信用金庫』
2018 年 2 月号、38-39 ページ）。足立成和信用金庫は、地域の発展に奉仕し、「顧客満足
を最優先する」という経営理念を掲げ、地域になくてはならない、顧客から信頼される
地域一番の金融機関になることを目指した（高杉浩明「愛され、必要とされる金庫に！」
『信用金庫』2014 年 7 月号、32 ページ）。
（63）五味節夫「いつまでも信頼され、愛される信用金庫を目指して」『信用金庫』2015
年 9 月号、25 ページ。
（64）深見達雄「組合員の信頼を第一に、安心・安全な信用組合をつくる」『しんくみ』




























み」（第 4 回地域企業　評価手法・評価指標検討会報告、2015 年 11 月 6 日）。
（77）金融庁「地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等の評価に関す
るアンケ―ト調査結果等の概要」2012 年 7 月、2013 年 8 月、2014 年 8 月。なお、同ア












決算書類の作成』を応援する取組み」『しんくみ』2016 年 6 月号、18-20 ページ）。









る（飯野米太「中小企業金融の信頼性確保へ」『ニッキン』2018 年 10 月 26 日付）。
（88）中小企業庁事業環境部企画課・金融課［2015］12 ページ。齊藤壽彦［2017］8 ページ。
（89）伊藤邦雄［2014］199-206 ページ。




















































『近代セールス』第 2 回「創業時の状況」（4 月 15 日号）、第 3 回「バリューチェーン」
（5 月 1 日号）、第 4 回「営業」（5 月 15 日号）、第 5 回「開発設計・仕入れ・製造・流通」
（6 月 1 日号）、第 6 回「事業環境・変化」（7 月 1 日号）、第 7 回「強み・弱み（課題）」



































2018 年 9 月号、11-14 ページ。
（123）経済産業省知的財産政策室、前掲資料（注 100）、27 ページ。
（124）帝国データバンク［2013］ⅵページ。
















『しんくみ』2017 年 5 月号、23-27 ページ。　
（127）井上均・小林智（群馬信用組合）「当組合の『事業性評価』方法と『ローカルベン














ト」『金融ジャーナル』2017 年 7 月号、28-29 ページ）。
（133）金融庁「知ってナットク！〔事例集〕」2015 年 4 月、POINT19。2015 年 1 月の金
融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕一部改正において事例集に短期継続融資に関
―34―
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する事例 20 が追加された。




















（147）融資渉外の OJT の効果的な行い方については「融資渉外の OJT はこうすればうま
くいく！」『近代セールス』2017 年 10 月 15 日号、12-41 ページ等を参照されたい。
























をする。受講生から 3 人を選抜し、2019 年 5 月を目途に地元企業に 3 月間派遣する。
企業派遣や金庫での実務経験などを経て、小論文審査や役員面接に合格したものが「目







2016 年 5 月、11-13 ページ。
（170）さわやか信用金庫人事研修部斉藤勉「地域社会に貢献できる信金人の育成」『信用





ずしん修身塾』への想い」『信用金庫』2016 年 5 月、17-20 ページ）。
（172）森本龍雄・刀禰和之［2017］54-58 ページ。












2015 年 1 月 24 日付。
（185）金融庁「金融仲介機能のベンチマーク」2016 年 9 月。
（186）日下智晴［2016］8 ページ。
（187）黒木正人・井村清志・南川善光「事業性評価を踏まえた『稟議書』書き方」『バン
クビジネス』2017 年 12 月 1 日号、8-27 ページ。
―36―






















大山雅己［2017b］「『事業性評価』実践セミナー」『近代セールス』第 1 回（4 月 1 日号）、
第 2 回（4 月 15 日号）、第 3 回（5 月 1 日号）、第 4 回（5 月 15 日号）、第 5 回（6 月 1

































5 月 23 日。
金融庁［2016b］「企業ヒアリングを踏まえた地域銀行との対話について～財務局長から
の報告より～」金融庁「金融仲介の改善に向けた検討会議」（第 4 回）配布資料、5 月
23 日。
金融庁［2017］『平成 28 事務年度　金融レポート』同庁、10 月。
日下智晴［2016］「金融仲介機能のベンチマークについて」『しんくみ』12 月号。
日下智晴［2017］「中小企業の成長と地域金融機関の融資」千葉商科大学経済研究所公開
シンポジウム報告、11 月 25 日。
久保田清［2016］「ABL 推進は『事業性評価』企業実態を把握しての融資」『金融ジャー












『千葉商大論叢』第 56 巻第 2 号、11 月。　
CRD 協会［2017］『平成 28 年度中小企業等の事業性評価に向けたモデル構築調査事業報
告書』2016 年度中小企業庁委託事業、3 月。
―38―






































成 26 年度　特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書、同バンク、2 月。























日本銀行金融機構局［2012］『ABL を活用するためのリスク管理』（BOJ Reports & 
Research Papers）、6 月。
日本銀行金融機構局金融高度化センター［2011］「金融高度化セミナー『ABL を活用する




（7 月 3 日開催）8 月。
日本銀行金融機構局金融高度化センター［2018］「金融高度化セミナー『金融機関の働き方」

















手門経済・経営研究』第 22 号、3 月。
水野浩児［2016］「ABL が金融実務に及ぼす影響と債権譲渡の実相」『追手門経済・経営
研究』第 23 号、3 月。
水野浩児［2018］「金融行政改革における事業性評価融資の意義と債権の実相―金融検査
マニュアルの抜本改革における ABL の有用性―」追手門学院大学経営学会『追手門経
営論集』第 23 巻第 2 号、3 月。
みずほ情報総研［2015］『技術・知的財産を活用した事業化のための目利き機能に関する



















情』3 月 30 日号。
リッキービジネスソリューション株式会社編［2015］『事業性評価に基づく取引先の見方・
支援の進め方』近代セールス社。




















































































































細は後述）をした結果，質問 A と質問 B との書き込み内容にほとんど差異が見られなかっ
たため（坂田，2018），2018 年度に実施するにあたり，質問 A を削除し代替として質問
D を追加し新たな 3 問で構成した。その際に，質問 B や質問 C についても，質問文につ
いて若干の見直しをおこない，それぞれ質問 B’，質問 C’ のようにした。
　振り返りに関する取り組みの結果については，次表に概要を示す。授業全 15 回におけ
る平均記入回数は，2017 年度で 10.6 回，2018 年度で 12.1 回であった。また，中央値はそ
れぞれ 11.0 回，14.0 回である。
　2017 年度と 2018 年度とを比較すると，教員に対する依頼内容は両年度とも同じであっ
たものの，2018 年度は書き込みをした人数や記入の回数，入力した文字数が増えていた。
2017 年度の入力回数の分布をみると，13 回以上でおよそ 35％程度の分布があるのに対し，
10 回～11 回にも 25％程度の分布があり，必ずしも毎回の取り組みでなかったことがうか



















するアンケートの回答も行ったものが 702 名である。したがって，この 702 名が今回の比
較分析の対象者となる。同様に行わなかった群は 487 名中，アンケートに回答している分
析の対象者は 272 名である。2018 年度については，書き込みを行った者が 1046 名おり，
そのうち 801 名が対象である。行わなかった者は 710 名中 437 名である。
　振り返りの書き込みがある群とない群との情報に対するイメージ，並びにパソコン操作
スキルに関する比較結果は表 2 ならびに表 3 に示す通りである。なお，表 2，表 3 で示さ
れている点数は，それぞれの学期末時点で入力された得点から学期当初に入力された得点
を引いて差分の点数を算出し，それを比較したものである。表 2 については 5 件法の得点






2017 年度 2018 年度
平均記入回数（全 15 回中） 10.6 回 12.1 回
質問 A 平均入力文字数 14.4 文字
質問 B 平均入力文字数 16.3 文字 22.2 文字
質問 C 平均入力文字数 18.4 文字 22.2 文字
質問 D 平均入力文字数 22.3 文字
書き込み者数（ユーザ数） 1171 人 1046 人
―46―
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表 3　振り返りの取り組みの有無による学習成果の比較（パソコンの操作スキル項目）
2018 年度 2017 年度
なし あり 差 なし あり 差
メールに添付されているファイルを開くことができる 0.21 0.31 0.10 0.31 0.32 0.01
ウェブ上の画像に関する著作権について理解している 0.15 0.24 0.09 0.11 0.19 0.08 
USB フラッシュメモリを利用してファイルを持ち運べる 0.26 0.33 0.08 0.28 0.31 0.03
ウィンドウの最小化や最大化が行える 0.02 0.09 0.07 0.04 0.07 0.04
返信機能を利用して，適切な返信をすることができる 0.22 0.28 0.06 0.29 0.29 0.00
学内 PC で作成したファイルを自宅の PC に持ち運べる 0.36 0.42 0.06 0.44 0.38 －0.05
転送機能を利用して，メールを転送することができる 0.20 0.26 0.06 0.27 0.26 0.00
異なるソフトウェア間のコピーや貼り付けを行える 0.20 0.25 0.05 0.18 0.25 0.06
グラフを作成することができる 0.33 0.38 0.05 0.35 0.36 0.01
メール作成時に適切な件名をつけることができる 0.22 0.27 0.05 0.32 0.31 0.00
Windows の基本的なマウス操作が行える 0.04 0.09 0.05 0.06 0.10 0.03
CC と BCC の違いを理解している 0.17 0.22 0.05 0.26 0.30 0.04
メールを作成し，送信することができる 0.18 0.22 0.05 0.26 0.23 －0.03
メールにファイルを添付して送信することができる 0.35 0.40 0.05 0.44 0.42 －0.02
スライド内のインデントを変更することができる 0.40 0.45 0.05 0.42 0.46 0.04
作成した文書を印刷することができる 0.26 0.30 0.04 0.32 0.33 0.00
ビジネス文書をマナーを理解した上で作成できる 0.33 0.37 0.04 0.33 0.38 0.05
表 2　振り返りの取り組みの有無による学習成果の比較（印象・操作面）
2018 年度 2017 年度
なし あり 差 なし あり 差
あなたの「スマートフォン」に対する印象について 0.07 0.09 0.02 0.11 0.08 －0.03
あなたの「スマートフォン」に対する操作や知識について 0.16 0.14 －0.02 0.10 0.17 0.06
あなたの「パソコン」に対する印象について 0.03 0.05 0.02 0.05 0.08 0.02
あなたの「パソコン」に対する操作や知識について 0.30 0.28 －0.01 0.38 0.32 －0.06
あなたの「SNS」に対する印象について 0.04 0.13 0.09 －0.02 0.09 0.11
あなたの「SNS」に対する操作や知識について 0.14 0.13 －0.01 0.15 0.20 0.05
あなたの「ネットを使ったコミュニケーション」に対する
印象について －0.01 0.07 0.08 －0.08 0.01 0.09
あなたの「ネットを使ったコミュニケーション」に対する





1 ページの文字数や行数の設定を変更できる 0.29 0.33 0.04 0.34 0.35 0.01
配付資料形式でスライドを印刷することができる 0.30 0.34 0.04 0.27 0.29 0.03
口頭発表を意識したスライド資料を作成できる 0.37 0.40 0.04 0.28 0.34 0.06
タブによる頭揃えを行うことができる 0.34 0.38 0.04 0.35 0.38 0.03
テキストボックスなどのオブジェクトを挿入できる 0.36 0.40 0.04 0.36 0.38 0.02
セルの表示形式（通貨形式など）を変更できる 0.34 0.37 0.04 0.29 0.32 0.03
シャットダウン（電源 OFF）操作が行える －0.02 0.01 0.04 －0.01 0.01 0.02
信憑性を意識した上でウェブの情報検索ができる 0.22 0.25 0.03 0.22 0.23 0.02
マルウェア（不正ソフト）について理解している 0.23 0.26 0.03 0.23 0.23 0.00
ファイルを削除することができる 0.19 0.23 0.03 0.19 0.25 0.06 
ブラウザを利用してウェブページを開くことができる 0.06 0.09 0.03 0.02 0.05 0.03
均等割り付けを行うことができる 0.29 0.32 0.03 0.30 0.33 0.02
ワークシートを切り替えたり，新しく作成したりできる 0.34 0.37 0.03 0.34 0.33 －0.01
用紙サイズの変更や余白の変更ができる 0.29 0.32 0.03 0.35 0.34 －0.01
画像や図を活用した文書を作成することができる 0.41 0.44 0.03 0.35 0.43 0.08 
署名機能を活用しメールに署名をつけることができる 0.40 0.43 0.03 0.46 0.47 0.01
グラフの色や軸の表示設定などを変更することができる 0.31 0.34 0.03 0.35 0.29 －0.05
画像やグラフなどを文章内に挿入することができる 0.31 0.33 0.03 0.29 0.34 0.05
文字入力の際に挿入，上書モードの使い分けができる 0.27 0.29 0.03 0.26 0.31 0.05
スライドにページ番号を挿入することができる 0.43 0.45 0.03 0.42 0.48 0.06
学術的文書の規則を踏まえてレポートを作成できる 0.42 0.45 0.03 0.39 0.43 0.04
作成したレポートを先生にメールで提出できる 0.51 0.53 0.02 0.58 0.52 －0.06
スマートフォンで入力した文書を PC で編集できる 0.26 0.28 0.02 0.29 0.27 －0.02
全角文字と半角文字を適切に区別して入力ができる 0.10 0.12 0.02 0.07 0.13 0.06
ファイル名の変更ができる 0.23 0.25 0.02 0.20 0.25 0.05
セルのフォントや背景色を変更することができる 0.32 0.34 0.02 0.31 0.31 0.01
ごみ箱に入ったファイルを元に戻すことができる 0.17 0.19 0.02 0.17 0.17 0.00
CSV ファイルを正しく読み込むことができる 0.11 0.12 0.02 0.09 0.09 0.00
ヘッダーとフッターを変更することができる 0.20 0.22 0.01 0.25 0.23 －0.02
表の挿入機能を利用して，表を挿入することができる 0.34 0.35 0.01 0.28 0.36 0.08 
アニメーション機能を使うことができる 0.36 0.38 0.01 0.33 0.37 0.05
Google 検索を利用できる 0.01 0.02 0.01 0.01 0.03 0.01
セルに入力したデータを削除することができる 0.35 0.36 0.01 0.31 0.37 0.06
罫線（けいせん）を引くことができる 0.32 0.34 0.01 0.30 0.33 0.03
ZIP ファイルを展開することができる 0.16 0.17 0.01 0.11 0.10 －0.01
複数のセルを結合することができる 0.27 0.28 0.01 0.28 0.30 0.02
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ウェブページをブックマークに登録することができる 0.15 0.16 0.01 0.17 0.17 0.00
インデントの変更ができる 0.27 0.28 0.01 0.35 0.31 －0.04
他のセルを参照する数式を入力することができる 0.36 0.37 0.01 0.34 0.39 0.05
番号付きリストの作成ができる 0.45 0.46 0.01 0.42 0.48 0.06
データの並び替えや絞り込みを行うことができる 0.27 0.28 0.01 0.27 0.27 0.00
セルの幅や高さを変更することができる 0.31 0.32 0.00 0.32 0.32 0.00
数式を入力する際に，絶対参照を行うことができる 0.33 0.33 0.00 0.30 0.32 0.02
ファイル操作の際にショートカットキーを活用できる 0.23 0.24 0.00 0.25 0.29 0.04
スライドマスターを活用することができる 0.30 0.30 0.00 0.37 0.40 0.03
学内 PC でログアウトせず帰る危険性を理解している 0.18 0.18 0.00 0.06 0.18 0.12 
囲い文字を設定することができる 0.30 0.29 0.00 0.30 0.32 0.03
セルに入力したデータを修正することができる 0.36 0.36 0.00 0.30 0.36 0.06
オブジェクト同士の描画順序を変更することができる 0.28 0.28 0.00 0.28 0.27 0.00
新しいスライドを追加することができる 0.34 0.34 0.00 0.30 0.35 0.06
ファイルサイズを確認することができる 0.22 0.22 0.00 0.24 0.19 －0.04
ファイルを別のフォルダへコピーすることができる 0.25 0.24 －0.01 0.18 0.25 0.08 
画像に対して文字列の折り返し設定ができる 0.30 0.29 －0.01 0.31 0.34 0.03
改ページプレビューを活用して印刷することができる 0.18 0.17 －0.01 0.17 0.15 －0.02
セルにデータを入力することができる 0.34 0.33 －0.01 0.28 0.37 0.09
ファイルを検索することができる 0.25 0.24 －0.01 0.28 0.27 －0.01
フィッシング詐欺について理解している 0.24 0.22 －0.01 0.19 0.19 －0.01
SmartArt を挿入することができる 0.35 0.34 －0.01 0.30 0.39 0.09 
スライドデザインを変更することができる 0.45 0.44 －0.01 0.39 0.48 0.09 
サブフォルダを作成することができる 0.24 0.22 －0.01 0.19 0.23 0.04
数式を入力して四則演算を行うことができる 0.42 0.40 －0.02 0.39 0.39 0.00
オートフィル機能を利用して数式をコピーできる 0.40 0.38 －0.02 0.38 0.36 －0.02
箇条書きの作成ができる 0.39 0.37 －0.02 0.37 0.38 0.01
SUM などの基本的な関数を使うことができる 0.36 0.34 －0.03 0.32 0.31 －0.01
中央揃えや右揃えを設定することができる 0.31 0.28 －0.03 0.26 0.31 0.05
オートサム機能を使うことができる 0.37 0.33 －0.04 0.35 0.32 －0.04
フォントの種類やサイズを変更することができる 0.31 0.26 －0.05 0.26 0.26 0.00
Backspace キーと Delete キーの使い分けができる 0.26 0.19 －0.07 0.13 0.19 0.06
平均値 0.28 0.30 0.02 0.27 0.30 0.02






























の 5 点は順に，2018 年質問 B’（具体的な質問内容は前述を参照，以下同），2017 年質問 B，
2018 年質問 C’，2017 年質問 C，2018 年質問 D である。
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法や活用の仕方を学ぶという構造であることが確認できる。









確認することができる。具体的なツールやアプリケーションは，質問 B と比して質問 C













































ションの名称や，あるいは「PowerPoint で発表する」「Excel で計算する」「Word でビジ
ネス文書を作成する」といったアプリケーションの名称と活用方法との組み合わせを表し








のレポート執筆の場面が後々に訪れた際に，そこで必要となる Word や Excel の機能の具
体的な操作方法を忘れてしまっている，という問題である。すなわち，この振り返りを通
じた学習成果の分析活動を通じて調査項目に含めておくべきであったことの 1 つは，レ



















ながら，千葉商大紀要第 55 巻 1 号，p.77-90
［3］小林直人・柏木将宏・鎌田光宣・坂田哲人・宮田大輔（2018），大学における今後の
情報基礎教育についての展望，国際 ICT 利用研究学会第 3 回全国大会論文集，2018
［4］坂田哲人・濱野和人・柏木将宏（2009），初年次教育としての情報リテラシー教育：
CUC における情報基礎の変遷を通じて，千葉商大紀要第 47 巻 1 号，p.53-72
［5］坂田哲人・濱野和人・柏木将宏（2011）「情報」に対するイメージと情報教育の関連






http://www.juce.jp/computer-edu/（2019 年 1 月 19 日最終閲覧）
［9］一般社団法人情報処理学会，カリキュラム標準（一般情報処理教育）https://www.









単純化手法，工学教育第 65 巻 6 号，p.129-134
［14］山川修・菊沢正裕（2006），大学における情報基礎教育カリキュラムの実践的研究，
日本教育工学会論文誌第 30 巻 3 号，p.231-238
［15］L.D.Fink（2014），土持ゲーリー法一（監訳）「学習経験をつくる大学授業法」玉川
大学出版部
 （2019.1.23 受稿，2019.3.7 受理）
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〔抄　録〕
　本稿は，千葉商科大学（以下，本学）における情報基礎教育を展開において，各回の授
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　本稿の構成は以下の通りである。まず，第 1 章で分析の枠組みとする責任過程を示し，





































































〈②責務〉 〈①約束事〉の合意に基づき，“行為” と “説明” に関する自らの責務（≈他者の期待）を受け入れる。
〈③行為〉 〈②責務〉で受け入れた “行為” に関する責務に基づき，行為を遂行する。
Ⅱ．アカウンタビリティ
（accountability）


































































































































































































































































































































（13） 筆者が会計専門職としてわが国の財務諸表監査の現場に身を置いていた 1990 年代には，少なからぬ数の企
業が，そのような認識を持っていたことは否定できない。
―68―
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が 2014 年（平成 26 年）1 月 1 日に導入された。そして，その後，2016 年（平成 28 年）1
月 1 日に「未成年者少額投資非課税制度」（以下「ジュニア NISA」とする。）が，2018 年





























　金融所得課税については，2013 年度（平成 25 年度）税制改正で，金融所得課税の一体
化の拡充を理由として，公社債等の利子及び譲渡損失並びに上場株式等に係る所得等の金
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（3）NISA・ジュニア NISA・つみたて NISA
　2014 年（平成 26 年）1 月 1 日に，それまで上場株式等の譲渡益や配当に適用していた
軽減税率制度に代わり，NISA が導入された。この NISA の概要を示したものが表 2 であ
る。そして，その後，2016 年（平成 28 年）4 月 1 日にジュニア NISA が導入され，未成
年者を持つ親権者の資産運用も非課税とする制度が創設されたのである。このジュニア
NISA の概要を示したものが表 3 である。












（注 2）税率 20％の内訳は，所得税 15％，住民税 5％である。














制 度 利 用 対 象 者 20 歳以上の居住者等
非 課 税 対 象 非課税口座内の少額上場株式等の配当，譲渡益
非 課 税 投 資 総 額 最大 600 万円（120 万円× 5 年間）※
新規口座開設期間 2014 年（平成 26 年）から 2023 年（平成 35 年）までの 10 年間
保 有 期 間 最長 5 年間，途中売却自由
口 座 開 設 数 1 人 1 口座
金 融 機 関 の 変 更 1 年ごとに変更可能
口座廃止後の再開設 口座廃止後同一勘定設定期間でも再開設可能
※ 2015 年以前分は 100 万円であり，未使用分の翌年以降の繰り越しは不可。
（注）財務省『平成 25 年度税制改正』2015 年 5 月 4 頁の表を金融庁『NISA の概要』https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/
about/nisa/overview/index.html（2019 年 1 月 17 日）に基づき筆者修正加筆
表 3　ジュニア NISA の概要
制 度 利 用 対 象 者 0 歳から 19 歳の居住者等（口座を開設する都市の 1 月 1 日現在）
非 課 税 対 象 20 歳未満の人が開設するジュニア NISA　口座内の少額上場株式等の配当，譲渡益
非 課 税 投 資 総 額 最大 400 万円（80 万円× 5 年間）
年 間 限 度 額 80 万円（未使用分の翌年以降の繰り越し不可）
新規口座開設期間 2016 年（平成 28 年）から 2023 年（平成 35 年）までの 8 年間※1
非 課 税 期 間 最長 5 年間（期間終了後，ロールオーバーによる継続保有が可能）
管 理 ・ 運 用 口座開設者本人（未成年者）の二親等以内の親族（両親・祖父母等）
※2
18 歳になるまで原則として払出し不可
口 座 開 設 数 1 人 1 口座
金 融 機 関 の 変 更 変更不可（ただし，廃止後の再開設は可）
※ 1　2023 年 12 月末以降，当初の非課税期間（5 年間）の満了を迎えても一定の金額までは 20 歳になるまで引き続き非
課税での保有可能。
※ 2　金融機関によって異なる場合あり。
（注）財務省『平成 27 年度税制改正』2015 年 3 月 9 頁，金融庁『ジュニア NISA の概要』https://www.fsa.go.jp/policy/
nisa2/about/junior/overview/index.html（2019 年 1 月 17 日）より筆者作成
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　2014 年（平成 26 年）12 月末から 2018 年（平成 30 年）9 月末（3）の NISA の口座開設総
数を示したものが図 2 である。口座開設数の総数は 2014 年（平成 26 年）12 月末に
8,253,799 口座であったものが，2015 年（平成 27 年）12 月末には 9,876,361 口座，2016 年（平
成 28 年）12 月末には 10,613,172 口座，2017 年（平成 29 年）12 月末には 10,992,733 口座，
2018 年（平成 30 年）9 月末には 12,264,216 口座に増加している。特に 2018 年につみたて
NISA が導入されたことから大きく増加している。
　次に，2014 年（平成 26 年）12 月末から 2017 年（平成 39 年）12 月末までの年代別
NISA 口座割合を示したものが図 3，年代別 NISA 買付額割合を示したものが図 4 である。
NISA 口座割合について，NISA 導入当時の 2014 年（平成 26 年）1 月末は 60 代以上が
表 4　つみたて NISA の概要
制度利用対象者 20 歳以上の居住者等（口座を開設する年の 1 月 1 日現在），ただし，「NISA」か「つみたて NISA」のいずれか一方の選択制











非課税投資総額 最大 800 万円（40 万円× 20 年間）
年 間 限 度 額 40 万円（未使用分の翌年以降の繰り越し不可）
新規口座開設期間 2018 年（平成 30 年）から 2037 年（平成 49 年）まで
非 課 税 期 間 最長 20 年間
口 座 開 設 数 1 人 1 口座※
金融機関の変更 1 年ごとに変更可能※
※　NISA 口座内で「NISA」と「つみたて NISA」を 1 年単位で変更することは可能だが，「つみたて NISA」
ですでに投資信託を購入している場合においては，その年は他の金融機関又は「NISA」への変更不可。
（注）財務省『平成 29 年度税制改正』2017 年 4 月 4 頁の表を金融庁『つみたて NISA の概要』https://www.fsa.
go.jp/policy/nisa2/about/tsumitate/overview/index.html（2019 年 1 月 17 日）に基づき筆者修正加筆
（3） 金融庁から公表されている最新データが 2018 年（平成 30 年）9 月 30 日現在のものであることから，2018
年は 2018 年 9 月 30 日現在の口座数による。
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63.3％を占めていたが，年々その割合は低くなってきている。また，図 4 の年代別 NISA
買付額割合も NISA 導入当時の 2014 年（平成 26 年）1 月末は 60 代以上が 63.5％を占め
ていたが，その割合は低くなってきている。しかしながら，2017 年（平成 29 年）12 月に
おいてもなお年代別の NISA 口座割合，NISA 買付額割合ともに 60 代以上が半数以上を
占めているのである。
図 2　NISA 口座開設総数の推移
（注）金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 26 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA
口座の開設・利用状況調査）（平成 27 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・
利用状況調査）（平成 28 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況
調査）（平成 29 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平
成 30 年 9 月 30 日 現 在）』https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/datacollection/
index.html（2019 年 1 月 17 日）より筆者作成
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　2016 年（平成 28 年）4 月 1 日にジュニア NISA が導入された。ジュニア NISA の口座
数は，導入初年度の 2016 年（平成 28 年）12 月末では 194,579 口座だったが，2017 年（平
成 29 年）12 月末には 257,404 口座に，公表されている最新データの 2018 年（平成 30 年）
9 月末では 300,494 口座と増加している。また，ジュニア NISA での買付額は，2016 年（平
図 3　年代別口座割合
（注）金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 26 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用
状況調査）（平成 27 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 28 年 12 月 31 日
現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 29 年 12 月 31 日現在）』https://www.fsa.go.jp/
policy/nisa2/about/datacollection/index.html（2019 年 1 月 17 日）より筆者作成
（4） 金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 26年 12月 31日現在）』，金融庁　『NISA 口座の開設・利
用状況調査）（平成 27年 12月 31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 28 年 12月
31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 29年 12月 31日現在）』，金融庁『NISA 口
座 の 開 設・ 利 用 状 況 調 査）（平 成 30 年 9 月 30 日 現 在）』https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/
datacollection/index.html（2019 年 1 月 17 日）
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成 28 年）の利用枠で 2,884,482 万円，2017 年（平成 29 年）の利用枠で 3,776,297 万円であ
り，2018 年（平成 30 年）は 1 月～9 月までになるがこの年の利用枠ですでに 3,708,747 万
円となっている（5）。
　2014 年（平成 26 年）1 月 1 日の NISA 導入から 5 年を経過し，ジュニア NISA の創設，
つみたて NISA の創設と，制度の拡充とともに NISA 口座（つみたて NISA 含む），ジュ
ニア NISA とも口座数は年々増加し，毎年の枠での買付額に大きな増加は見られないもの
の累積では増加している。また，NISA 創設時から口座数・買付額とも 60 代以上の割合
が高い状況である。
図 4　年代別 NISA 買付額割合
（注）金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 26 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の
開設・利用状況調査）（平成 27 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平
成 28 年 12 月 31 日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 29 年 12 月 31 日現在）』
https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/datacollection/index.html（2019 年 1 月 17 日）より筆者
作成
（5） 金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 28 年 12月 31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利
用状況調査）（平成 29年 12月 31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 30 年 9 月 30
日現在）』https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/datacollection/index.html（2019 年 1 月 17 日）
―80―
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4．個人所得課税における金融所得課税
　図 6 は，2018 年 10 月 23 日の政府税制調査会で資料として示された「申告納税者の所
得税負担率」である。
　本資料について，2018 年 10 月 23 日の政府税制調査会で，主税局税制第一課長は，「所
得の階級別に所得税の負担率を見ておりますが，1 億円のところから負担率が下がってい
図 5　買付額の推移
（注）金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）（平成 26 年 12 月 31日現在）』，金融庁『NISA
口座の開設・利用状況調査）（平成 27 年 12 月 31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・
利用状況調査）（平成 28 年 12 月 31日現在）』，金融庁『NISA 口座の開設・利用状況調査）
（平成 29 年 12 月 31日現在）』https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/datacollection/

























（出所）政府税制調査会『説明資料（個人所得税）』2018 年 10 月 23 日
（6） 政府税制調査会『税制調査会（第 19 回総会）議事録』2018 年（平成 30 年）10 月 23 日
（7） 山本守之「金融所得課税を考える」『税務弘報』2018 年 12 月，p.13
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課税強化にみせかけた大衆増税』大和証券金融調査部，2018 年 3 月 2 日，p.3




（12）岡直樹「日本の所得税負担の実態―高額所得者を中心に―」『ファイナンシャル・レビュー』平成 26 年第 2







式等の譲渡益や配当の 10％の軽減税率制度に代わり導入された NISA は，その後のジュ





























 （2019.1.20 受稿，2019.3.8 受理）
（16）金融取引税については，拙著「経済成長に寄与する金融所得課税のあり方」『千葉商大論叢』52 巻 1 号，
pp.57-74，2014 年 9 月を参照されたい。
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するように，「PWOM よりも NWOM のほうが，消費者の態度や購買行動に影響力が強い」
という指摘も存在する。East＝Hammond＝Wright（2007）によれば，一般的に，PWOM
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の消費者の不満反応と行動の関係，Richins（1983）の消費者の不満反応とくちコミの伝達，
Westbrook（1987）の製品購買後の否定的な感情の生起頻度と NWOM の伝達の関係，
Sundaram＝Mitra＝Webster（1998）の NWOM と PWOM の伝達動機，森田（1999）の
客観的な知識の伝播よりも主観的な評価の伝播による不満感情の発生など「NWOM の情
報価値の高さ」に着目した先行研究である。
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テクノロジー（暗号通貨・ブロックチェーン・人工知能）の
税務行政への活用






る GCC（湾岸協力理事会）（2）は，VAT の導入とそのための GCC 加盟国共通の法的枠組み
を形成している（3）。このうち，サウジアラビアとアラブ首長国連邦では 2018 年 1 月 1 日，
バーレーンでは 2019 年 1 月 1 日から，実際に VAT が導入されている。他の加盟国は政
治的，経済的又は技術的事情等により，導入が遅れているようである。
　VAT や消費税の制度設計に当たっては，EU における経験に学ぶところが多いことは
論を俟たない。逋脱対策もその 1 つである。この点に関して，ボストン大学の Ainsworth
らは，EU における VAT 逋脱及びその対策の議論を踏まえて，GCC に対して，テクノロ
ジーを駆使した VAT 逋脱対策の採用を提案してきた。提案の骨格を形成しているのは，
政府によって発行され，VAT の支払のためにのみ使用される暗号通貨（cryptocurrecy）




（1） 2018 年 1 月 1 日付日本経済新聞朝刊「サウジと UAE，付加価値税導入 人口増 変わる『無税国家』」参照。
SeeMarkLindley,VAT Implementation Challenges in the GCC,26Int’lTaxRev.52-53（2016）;Thomas
Vanhee&MisferAldheem,The Challenges of Drafting Tax Legistlation and Implementing a VAT in the 
GCC,88TaxNotesInt’l589（2017）.
（2） GCC は，1980 年にアンマンで開催されたアラブ・サミットでのジャービル・クウェート首長の提案を受け，
翌 1981 年に上記 6 か国によって設立された。本部（事務局）はサウジアラビアの首都リヤドに所在する。




 以下，参照するホームページアドレスの最終閲覧日はいずれも 2019 年 1 月 10 日である。
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スケースを提示する。DICE（DigitalInvoiceCustomsExchange）（5）とともに VATCoin を
採用するならば，GCC は，かつてないほどに財政効率がよく，技術面において先進的な



















（4） SeeRichardT.Ainsworthetal.,VATCoin: The GCC’s Cryptotaxcurrency,BostonUniv.SchoolofLaw,Law
andEconomicsWorkingPaperNo.17-04（2017）［hereinafterVATCoin］,available athttps://www.bu.edu/
law/files/2017/03/GCC-VATCoin.pdf;RichardT.Ainsworth&MusaadAlwohaibi,Blockchain, Bitcoin, and 
VAT in the GCC: The Missing Trader Example,BostonUniv.SchoolofLaw,LawandEconomicsWorking
PaperNo.17 - 05（2017）［hereinafterBlockchain］ ,available athttps://www.bu.edu/law/files/ 2017 / 03 /
BLOCKCHAIN-BITCOIN-VAT-in-the-GCC.pdf.
 本稿の VATCoin 構想に関する記述は両文献によるところが大きい。
（5） DICE については，SeealsoRichardT.Ainsworth&GoranTodorov,Stopping VAT Fraud with DICE–
Digital Invoice Customs Exchange,72TaxNotes Int’l637（2013）;RichardT.Ainsworth,Phishing and 
VAT Fraud in CO2 Permits: The Digital Invoice Customs Exchange Solution,77TaxNotesint’l357-367
（2015）.また，後者の論文を紹介している沼田博幸「海外論文紹介　VAT 逋脱の動向とその対応策」租税
研究 790 号 427 頁以下も参照。
（6） AinsworthonVATCoin, supranote（4）,at1. 実際に，GCC 諸国がそれぞれ導入した又は導入予定の VAT
において，Ainsworth らの提案が採用ないし検討されたのかという点については，別途の検証を要する。参
考として，SeeRichardT.Ainsworth&MusaadAlwohaibi, The First Real-time Blockchain VAT: GCC 




（7） 国税庁 HP 参照。https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2017/syouraizou/pdf/smart.pdf
 その後の取組状況については，国税庁「『税務行政の将来像』に関する最近の取組状況」（2018 年 6 月）を参照。
 https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2017/syouraizou/pdf/syouraizo_3006.pdf
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　なお，VATCoin 構想には，税関における国境税調整がない EU 域内取引のような GCC







　仕向地主義の VAT は，事業者が（買い手から受領した）VAT を納めずに行方をくら
ます消失事業者逋脱（missingtrader fraud）（11）の危険にさらされやすい。このような
（8） 佐藤英明「情報通信技術の進展と税務行政―沿革と現状」論究ジュリ 26 号 68 頁。この点は，中里実＝石黒
一憲編著『電子社会と法システム』72 頁〔増井良啓〕，94～95 頁〔中里実〕（新世社 2002）なども参照。
（9） GCCと同様に，ＥＵに対してもVATCoin の採用を提案する Ainsworthらの論稿として，Seee.g.,RichardT.
Ainsworthetal.,A VATCoin Proposal Following on the 2017 EU VAT Proposals - MTIC, VATCoin, and 
BLOCKCHAIN,BostonUniversitySchoolofLaw,LawandEconomicsSeriesPaperNo.18 - 09 , 6（2017）
［hereinafterAVATCoinProposal］,available athttps://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=3151465;

















　VATCoin 構想は GCC の全加盟国が 2 つの法的ルールを導入することを求める。1 つは
通貨に関するもので，いま 1 つは税に関するものである。
通貨に関する法的ルール








・仕入に伴い支払った VATCoin 及び売上に伴い受領した VATCoin は，リアルタイ
ムでその正当性が検証され，ブロックチェーンに追加される。
・待機期間（当該取引に係る VATCoin がブロックチェーンに追加された後に 6 個の
ブロックがチェーンに追加されるまでの間）経過後，スマートコントラクトは，事





　VATCoin は Bitcoin のような暗号通貨である。デジタル通貨であって，物理的に存在
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VATCoin は投機的な通貨ではない。Bitcoinとは異なり，VATCoin の価格は常に自国通
貨に固定されている。VATCoin 構想において，事業者と税務当局との間又は事業者間に
おける VAT の支払は VATCoin でのみ行われる。事業者間における VAT の移転は
VATCoin でのみ行われ，事業者が VAT を現実の通貨で保有することはない。
　VATCoin は GCC のコンピューターセンターで集中的に「鋳造され」（“minted”）る。








れる。ブロックチェーンは Bitcoin の基盤技術である。VATCoin は Bitcoin をモデルとす
る。1 時間に約 6 回，新しい取引グループ（ブロック）が作成される。ブロックはブロッ
クチェーンを構成するチェーンに追加される。各ブロックには前のブロックの暗号化ハッ











































　GCC が DICE ブ ロ ッ ク チ ェ ー ン と と も に VATCoin を 実 装 す る な ら ば，DICE と
VATCoin という，それぞれのオペレーションの結果を相互に補完しあう 2 つの相互運用
可能なブロックチェーンが存在することになる。
Ⅲ　整理と考察
　VATCoin 構想について，（1）VAT 逋脱耐性，（2）VAT のリアルタイム還付，（3）コ
ンピューターコードの法化現象，（4）サイバー攻撃耐性という 4 つの観点から整理及び考
察を行う。以下，1 では，Ainsworth らの見解を参考として 4 つの観点から VATCoin 構
想を整理し（17），2 では筆者において若干の考察を加える。
（15） VATCoin は，Bitcoin が採用する電力コストの高いコンセンサスアルゴリズム（取引の正当性の判断に係る
合意形成の方法）である ProofofWork ではなく，それよりはるかにコストのかからないもので，政府関係
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1　4つの観点からの整理
（1）VAT逋脱耐性
　VATCoin は Bitcoin のようなものである。VATCoin は，物理的に存在する通貨ではな
く，クラウド上に存在するデジタル通貨にすぎない。VATCoin はすべてクラウド上の各
アカウントに保管される。
　VATCoin 構想において，事業者と税務当局との間又は事業者間における VAT の支払
は VATCoin でのみ行われる。事業者が，現実の通貨で VAT を支払ったり，保有したり
することはない。事業者の手元に VAT はないのであるから，事業者が買い手から受領し
た VAT を納付せずに行方をくらますような事態は起きない。

































































動向調査）報告書」60～63 頁（2016 年 3 月）（経済産業省 HP 参照。http://www.meti.go.jp/press/2016/04/
20160428003/20160428003-2.pdf），鳥谷部昭寛ほか『スマートコントラクト本格入門』（技術評論社 2017），
小出篤「『分散型台帳』の法的問題・序論―『ブロックチェーン』を契機として」黒沼悦郎＝藤田友敬編『企
業法の進路』839 頁以下（有斐閣 2017），木下信行「スマートコントラクトについて」NBL1110 号 4 頁以下，
倉橋雄作「スマートコントラクトの法的分析と実務対応」NBL1125 号 86 頁以下，ブロックチェーンに関す
















































































チ ェ ー ン　暗 号 通 貨 を 支 え る 技 術』2 ～ 3 頁（NTT 出 版 2016） 参 照。See alsoAndreasSherborne,
Blockchain, Smart Contracts and Lawyers,InternationalBarAssociation（2017）,available athttps://www.
ibanet.org/Document/Default.aspx?DocumentUid=17BADEAA-072A-403B-B63C-8FBD985D198B.
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　上記 1（1）について，VATCoin構想では，VATCoin と DICE が AI と連携して潜在
的な逋脱を解決することが期待されている。税務当局は，VATCoinのブロックチェーン



























技術面からの一検討」NBL1100 号 25 頁以下参照。現在主流の AI は，要するに統計的に推測して解答を得
るものであるから，いくら正解確率が高かったとしても，論理的になぜそれが正確なのかということを直ち
に示す仕組みにまでなっていないが，法的な分野では，まさにその理由付けこそが要であるとする見解とし


































（26） 参考として，山本龍彦「AI と個人の尊重」福田雅樹ほか編『AI がつなげる社会』（弘文堂 2017），同「ロボッ
ト・AI は人間の尊厳を奪うか？」弥永真生＝宍戸常寿編『ロボット・AI と法』79 頁以下（有斐閣 2018），
同「AI と個人の尊重，プライバシー」同編『AI と憲法』（日本経済新聞出版社 2018），キャシー・オニール
〔久保尚子訳〕『あなたを支配し，社会を破壊する，AI・ビッグデータ』（インターシフト 2018）など参照。
（27） VATCoin 構想において，事業者や消費者は，モバイル機器にコンプライアンスのための無料のアプリケー











　上記 1（4）では，盗まれた VATCoin の取引レコードはすぐに明らかになり，盗まれ


















　VATCoin のブロックチェーンは Bitcoin をモデルとする。VATCoin の取引はそれが正
当なものであると承認されない限り，ブロックチェーンに連なることはできないところ，
正当なものであると承認された取引は，ブロックに集約され，暗号化され，約 10 分ごとに，
チェーン上の次のブロックにつなげられるものとされている（上記Ⅱの 2 及び 4 参照）。
　ここでは，Bitcoin のブロックチェーンは中央管理者が存在せず，ネットワークへの参
加が自由なパブリック型であるが，VATCoin はプライベート型（クローズド型）である































　VATCoin 構想は，事業者と税務当局との間又は事業者間における VAT の支払を













税制上の留意点」松嶋隆弘＝渡邊涼介編『これ 1 冊でわかる！仮想通貨をめぐる法律・税務・会計』28 頁以
下（ぎょうせい 2018）参照。
―114―
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ムの例を挙げて考えてみたい。
　図 1 の例では，内国法人 2 社（A 社及び B 社）はいずれも課税売上割合 100% の課税
事業者であること及び輸送や価格操作等が容易な資産（例えば DVD 等の情報記録媒体）
を取引することを前提とする（33）。図 1 のような形で，日本においても，内国法人（B 社）が，
無申告法人（A 社）から課税仕入れを行い又は行ったことを装い，かつ，輸出免税の適用
を受けるなどして，仕入れに係る消費税の還付を受けるという消費税の不正還付スキーム
を想定しうる。外国法人 C 社及び D 社に係るものを含むすべての取引が架空又はペーパー
上のものである，あるいは一連の取引が循環的に繰り返されることも考えられよう。






　これに対して，図 1 において，A 社が無申告となり，売上に係る消費税を納付せず，
VATCoin 構想で想定されていたように，B 社から受領した消費税（に対応する税額）を
納付せずに行方不明になるような場合には，図 2 では一巡していた消費税が A 社の手元











　消費税の支払手段として VATCoin（のような暗号通貨）を導入した場合には図 4 のよ
うになる。実線は現金の動き，点線は VATCoin の動きを表している。B 社は，国から
VATCoin を購入し，その代金を現金で支払い，VATCoin の発行を受け，A 社に対して
仕入れに係る消費税を VATCoin で支払い，後に，国から消費税の還付を受ける（この際，
AI によるリスク分析が行われる）。国は，B 社から VATCoin の購入代金の支払を受け，
その後，B 社からの還付申告に応じて消費税を現金で還付する。A 社は，B 社から売上に
係る消費税を VATCoin で受領し，国に VATCoin で納付する。これまでの議論を前提と
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ろうか。DICE と AI の協働により，不正取引として感知され，不正に取得した VATCoin


















（34） 国税庁「第 66 回　事務年報〔平成 28 年度〕」40 頁。この事例を紹介する文献として，芹澤光春「重点調査
⑤～消費税」税理 62 巻 1 号 51 頁以下がある。なお，輸出免税及び対応する課税仕入れがともに架空であっ
た告発事例の紹介として，国税庁「第 64 回　事務年報〔平成 26 年度〕」38 頁，同「第 65 回　事務年報〔平
成 27 年度〕」38 頁参照。
（35） 参考になる議論として，青山慶二＝栗原正明＝増井良啓「新春座談会　21 世紀初頭の国際課税を語る」租税
研究 808 号 27～29 頁参照。
―117―
泉　絢也：テクノロジー（暗号通貨・ブロックチェーン・人工知能）の税務行政への活用













　VATCoin 構想は，消失事業者逋脱のような VAT 逋脱は事業者の手元に VAT（売上に
係る VAT に対応する現実の通貨）が存在することに遠因があるという着想を出発点とす




















for Transparent Beneficial Ownership Registers,28Int’lTaxRev.47-50（2017）;The Global Tax 50: The 
Leaders Creating an Impact around the World,28Int’lTaxRev.28（2018）.
―118―












JaniMartikainen,Data Mining in Tax Administration-Using Analytics to Enhance Tax Compliance, 
AALTO Univ. School of Economics Master’s thesis （2012）,available athttps://aaltodoc.aalto.fi/bitstream/
handle/123456789/7398/hse_ethesis_13054.pdf?sequence=1&isAllowed=y. なお，VAT 逋脱対策としてデー
タマイニングに着目する文献をしばしば目にする。See e.g.,NanaAmaSarfo, Follow the Leader:Tax 





Jenner,Blockchain: The Digital Tax Function’s Leading-Edge Technology,88TaxNotesInt’l1087,1089
（2017）;CarrieB.Elliot,Digital Technology and Tax-Related Tipping Points to Watch For in 2018,88Tax
Notes Int’l 1133（2017）;RobertHerian,RegulatingBlockchain:CriticalPerspectives inLawand
Technology79-81,93-94（2018）;AleksandraBal,Taxation,VirtualCurrencyandBlockchain,Chapter2
（2018）.渡辺智之「仮想通貨と租税」金子宏＝中里実『租税法と民法』224～225 頁（有斐閣 2018）も参照。














Jong,Taxation on the Blockchain: Opportunities and Challenges,87TaxNotesInt’l605（2017）.
 スマートコントラクトやブロックチェーンを VAT などの租税に利用することは，一定期間ごとに行われる
税務申告を不要とするだけではなく，脱税の機会を減じる可能性があることを指摘するものとして，See
Filippi&Wright,supranote（21）,at198.
 租税回避への対抗や即時の納税・徴収という観点から，See alsoOECD,Blockchain Technology and 







































告尚史編『現代行政法の構造と展開』199 頁以下（有斐閣 2016），同「課税情報の交換と人権条約」新報 123
巻 11＝12 号 333 頁以下，柴由花「非居住者・多国籍企業の情報」新報 123 巻 11＝12 号 357 頁以下，藤谷武
史「課税目的の情報交換制度のグローバル化と国内裁判所の役割」東社 69 巻１号 39 頁以下，漆さき「国際
的情報交換における納税者の権利保護」論究ジュリ 26 号 83 頁以下など参照。
―120―


































































































（3） Report from the Royal Commission on Hand-Loom Weavers, Pt.Ⅱ 1840,216.
―124―

































た。Bythell,The handloom weavers:a study in the English cotton industry during the industrial revolution,




（6） R.Floud andP. Johnson, eds.,Cambridge economic history of modern Britain, vol. 1, Cambridge:
CambridgeUniversity,Press,2004. を参照されたい。





































（8） N.F.R.Crafts,British Economic Growth during the Industrial Revolution, Oxford:OxfordUniversityPress,
1985.
（9） P.Hudson,The Industrial Revolution,London:EdwardArnoldLimited,1992.: パット・ハドソン（大倉正雄
訳）『産業革命』未來社，1999.












































（15） Bythell,The handloom weavers,1969,29.





































（17） Chapman,The cotton industry,1972.:チャップマン（佐村明知）『産業革命のなかの』1990,6-7.
（18） 日高千景『英国綿業衰退の構図』東京大学出版会，1995，60-61．
（19） ビィゼルも北部と南部の違いを指摘している。Bythell,The handloom weavers,1969,7.
―128―



































oftheBritishCottonIndustry1846-1914’,inA.OkochiandS.Yonekawa（eds）,The Textile Industry and 








































えていったとされている。:D.Hunt,The Wharncliff Companion to Preston, Barnsley:WharncliffBooks,
2005,63.
（25） Hunt,The Wharncliff Companion to Preston,2005,65.
（26） Report from the Royal Commission on Hand-Loom Weavers, Pt. V.1840,600. において，とても大きな製造
業者であるとホロックス家が経営する工場を形容している。
―130―


































（27） 詳しくは丸善株式会社編『英国 19 世紀 “ブルー・ブック” 研究の手引』丸善，1973．を参照されたい。
（28） 鈴木良隆『経営史―イギリス産業革命と企業者活動』同文舘出版 ,1982. などにおいて，産業革命期の企業と
して僅かながら登場している。





































　「10 時 30 分だ。」と Palmer は答えた。













































　1860 年，WilliamBowman 氏の退職により AldermanThomasMiller 氏はホロックス・
ミラー社（Horrockses,Miller,andCo.）の事業の唯一の所有者となった。しかし彼はそ







1881 年 5 月 6 日，脳卒中のため亡くなった。その後，Hermon 氏の甥たちとともにフレ














　Horrockses・Crewdson 株式会社では 6,500 人を雇用し 330,000 の紡錘を所有している。




















　1760 年時点での英国全体の生産量は 43,000 マイルであったが，1913 年現在，力織機な
どの発明品を用いて生産を行う企業においてはその 4 倍もの生産を行っている。クロンプ
トンのミュール紡績機を用いた生産の増加により，原材料の輸入額が 1787 年時点におい

















Mills において 1,500 の織機により生産が行われることとなった。（中略）突然発明の前兆
が生まれ，私たちはその発明に結果驚かされる。夢や幻影のようである。そしてこの夢は
秩序だった調和である。水が湧き出でたり沸騰する様は，自然の声に忠実であり音楽のよ











































（30）D.Hunt,A history of Preston,Lancashire:CarnegiePublishingLtd, 1992,169-175 .:M.Burscough,The 
Horrockses: Cotton Kings of Preston,Lancashire:CarnegiePublishingLtd,2004,3-44.:Hunt,The Wharncliff 
Companion to Preston,2005,71.からも確認される。
（31） Hunt,A history of Preston, 1992,169-170.:Burscough,The Horrockses,2004,21-33.:Hunt,The Wharncliff 
Companion to Preston,2005. からも確認される。
―136―
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て地域の産業の発展を優位に進め，結果その地域を経済的に潤していったと考えられる。
　機械を用いた生産は，イギリスの綿業に多大なる生産性の向上をもたらした。原材料の
輸入額は，たったの 4 年間で約 1.7 倍にも拡大した。機械による生産速度の向上である。








































































政治的な役割が見て取れる。S.Pollard,Peaceful Conquest: industrialization of Europe, 1760-1970,Oxford:
OxfordUniversityPress,1981.
（34） Starbucksuk が経営する PrestonFishergate 店
（35） Hudson,The Industrial Revolution,1992.:ハドソン『産業革命』，1999．
―138―








































































































（4） 社会ダーウィニズム（H. スペンサー）やその影響を受けた優生学（F. ゴルトン）はその代表的な思想であろう。
―142―














































































（8） ケインズのいう古典派経済学は，現代経済学説史における狭義の「古典派」（A. スミス，D. リカード，J.S. ミ
ル他）だけでなく，ケインズの師である A. マーシャルや兄弟子の A. ピグーら，後に新古典派とされる人々
の学説も含んだものである。
―144―









































































































































































































































































































































Simmel , Georg（1999［1917］）“Grundfragen der Soziologie（Indiviuum und
Gesellshaft）”，Der Krieg und die geistigen Entscheidungen; Grundfragen der 
Soziologie; Vom Wesen des historischen Verstehens; Der Konflikt der modernen 
Kultur; Lebensanschauung,herausgegebenvonGregorFitziundOttheinRammstedt
（阿閉吉男訳（1967）『社会学の根本問題：個人と社会』社会思想社）.































 （2019.1.19 受稿，2019.2.22 受理）
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StandardsBoard:FASB）は 2016 年に金融商品に係る一連の ASC（AccountingStandards











　しかしながら，IASB および FASB において，それぞれ基準化された予想損失モデルに
は，会計処理上の差異が存在している。通常，ある会計処理に差異が生じる背景には，よ
り上位の概念や考え方が異なっているためであると思われる。






 ・2016 年 1 月会計基準更新書（AccountingStandardsUpdate:ASU）2016-01「金融商品－全体（Subtopic
825-10）：金融資産及び金融負債の認識及び測定」
 ・2016 年 6 月ASU2016-13「金融商品－信用損失（Topic326）：金融商品に関する信用損失の測定」

























　さらに，G20 および金融安定理事会（FSB）などの提言を受けて，IASB および FASB
は新たな減損モデルの開発を含む金融商品会計基準の全体的な見直しを開始した。図表 1
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融商品に係る減損モデルについてコンバージェンスを達成することを希望していた
（IFRS9,par.BC5.110）。それを受け，両基準設定主体は SD（2011）を共同で公表し，




した。最終的には，これらの公開草案をもとに，IASB は 2014 年に IFRS9「金融商品」





















2009 年 11 月 ED（2009）公表 ―
2010 年 5 月 ― PASU（2010）公表
2011 年 1 月 SD（2011）公表 それぞれの当初の公開草案を基礎として共同で公表
2011 年 5 月～
2012 年 7 月 3bucket モデルの検討
2012 年 12 月 ― PASU（2012）公表 現在予想信用損失モデルの提案
2013 年 3 月 ED（2013）公表 ― 予想信用損失モデルの提案
2014 年 7 月 IFRS9 公表 ― 予想信用損失モデルを採用
2016 年 6 月 ― ASC326 公表 現在予想信用損失モデルを採用





























図表 2　IFRS9 および ASC326 における予想損失モデルの概要
IFRS9
ECL モデル
ステージ 1 ステージ 2 ステージ 3
予想損失 12 か月の予想損失 全期間の予想損失 全期間の予想損失





IFRS9,pars.5.4.1,5.5.3and5.5.5 および ASC326-20-30-6,and326-20-35-10 より筆者作成
（5） ASC326 では，IFRS9 とは異なり，その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産には，別の減
損モデルが適用される（ASC326-30）。本稿では，当該減損モデルについては扱わない。
―160―
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論を展開していく。
（1）　予想損失の認識・測定に係る主要な差異
　IFRS9 および ASC326 の主要な差異は，まず金融資産の当初認識時にあらわれる。
IFRS9 においては，通常，金融資産は当初認識時にステージ 1 に区分され，12 か月の予
想損失が費用として計上される。当初認識以降に信用リスクの変動がなければ，各報告日















































































































































































































































































　本稿は，IASB および FASB の現行会計基準に示されている 2 つの予想損失モデルにつ
いて，その差異および要因を明らかにし，あるべき予想損失モデルについて検討を行った。















EuropeanFinancialReportingAdvisoryGroup（EFRAG）. 2015 .Getting a Better 
Framework-Profit or Loss versus OCI Bulletin.
FinancialAccounting StandardsBoard（FASB）. 2010 .Accounting for Financial 
Instruments and Revisions to the Accounting for Derivative Instruments and Hedging 
Activities: Financial Instruments （Topic 825） and Derivatives and Hedging （Topic 
815）.ProposedAccountingStandardsUpdate.（PASU（2010））
――. 2012 . Financial Instruments—Credit Losses （Subtopic 825 - 15 ）.Proposed
AccountingStandardsUpdate.（PASU（2012））
――. 2013 . Financial Instruments—Overall （Subtopic 825 - 10）: Recognition and 
Measurement of Financial Assets and Financial Liabilities.ProposedAccounting
StandardsUpdate.
――. 2016 a.Financial Instruments—Overall （Subtopic 825 - 10）: Recognition and 
Measurement of Financial Assets and Financial Liabilities.AccountingStandards
UpdateNo.2016-01.
――.2016b.Financial Instruments—Credit Losses （Topic 326）: Measurement of Credit 
Losses on Financial Instruments.AccountingStandardsUpdateNo.2016-13.（ASC326）
―168―
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FinancialCrisisAdvisoryGroup（FCAG）.2009.Report of the Financial Crisis Advisory 
Group.
Financial Stability Forum（FSF）. 2009 .Report of the FSF Working Group on 
Provisioning.
GroupofTwenty（G 20）.2009 .Declaration on Strengthening the Financial System.
（RetrievedNovember7,2018,fromhttp://www.g20.utoronto.ca/2009/2009ifi.pdf）
Hashim,N.,O’Hanlon, J., andLi,W. 2015 .Expected-loss-based Accounting for The 









――.2009a.Financial Instruments–Recognition and Measurement: Comparison between 
possible impairment approaches.StaffPaperAgendaref5D.
――. 2009 b.Financial Instruments: Recognition and Measurement（Measurement 
Methods: Amortised Cost）.AgendaPaper14.
――.2009 c.Financial Instruments: Amortised Cost and Impairment.ExposureDraft.
（ED（2009））
――.2011 .Financial Instruments: Impairment.Supplement toED/2009/12Financial
Instruments:AmortisedCostandImpairment.（SD（2011））
――.2013.Financial Instruments: Expected Credit Losses.ExposureDraft.（ED（2013））
――.2014.Financial Instruments.InternationalFinancialReportingStandardNo.9．（企
業会計基準委員会・財務会計基準機構監訳．（2015）．『国際財務報告基準（IFRS）［特
別追補版］改訂 IFRS 第 9 号「金融商品」』中央経済社．）（IFRS9）
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エンターテインメントによる都心部再生の試み









れている（榎戸 2018）。UED には多様なタイプがあり，また既存の UED の更新や新規の
開発などダイナミックな展開を見せており，その実態と変化を把握することが，都市間競
争力や都市生活の質を考える上で重要である。


















（1） UED については Hannigan（1998）が ‘Fantasy City’ と名づけてその 6 つの特性を示している。
（2） QDS は Global Cultural District Network という国際組織に参加している。https://gcdn.net/ 参照。
〔研究ノート〕
― 171 ―





が（Ville de Montreal, 2008），ケベック州政府（the Government of Quebec）そしてカ
ナダ政府（the Government of Canada）からも支援されているという点で，広域的に重









全に移動することができる。また，モントリオール市を特徴づける地下都市空間 La ville 
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し（3），特に冬期あるいは悪天候時の移動を容易にしている。地上レベルでは，歴史的に重
要な道路である Saint Catherine 通り（Rue-Sainte-Catherine）が地区の東西方向の中心
軸となり，複数のパブリック・オープンスペースを相互に連結している。なお，QDSP の





地利用が QDS の歴史性を示す要素となっていることが分かる。また，Boulevard Saint-
Laurent 通りはメインストリートという意味の La Main （英語では The Main）というニッ
クネームでも呼ばれ，同じく QDS の歴史性を示す重要な空間構成要素である。
　この他にも，地区の東側に位置する Quartier Latin と呼ばれる歴史的文化地区の中心軸
である Rue Saint-Denis 通りなども含め，QDS は快適性に加え歴史性を感じる歩行空間の
ネットワークにより特徴づけられる。なお，UED は一つの地区としての空間的まとまり
を持つものであり，その境界線として道路は重要な役割を果たすが，QDS においては台
形 の 地 区 の 下 辺 に あ た る 通 り で あ る Boulevard René-Lévesque と， 上 辺 の Rue 








与えるものであり，UED にとって重要な要素である。UED としての QDS を象徴する建
築物は Place des Arts と呼ばれる大規模な複合芸術・文化施設であるが，その街区は約
240m × 200m の長方形の大街区（スーパーブロック）であり，その中にコンサートホール，
オペラハウス，美術館がそれぞれ独立して立地し，アメニティ豊かな広場や歩行空間でネッ
トワークされている。この街区の南側の境界となる Saint Catherine 通りをはさんでさら
に南側の敷地は約 200m 四方のスーパーブロックであり，そこに民間の大規模複合商業施
設 で あ る Complexe Desjardins が 立 地 し て い る（写 真 1）。 こ の 商 業 施 設 は Saint 
Catherine 通りに直結する形で物販・サービスのテナントに加えフードコートを設置して
おり，QDS の賑わいに貢献するとともに地下都市（La ville souterraine）の核としても
機能している。また，Place des Arts の北側にはケベック大学モントリオール校（Université 
（3） モントリオール地下鉄（Métro de Montréal）の Station Places-des-Arts 駅と Station Berri-UQAM 駅。
（4） Le Partenariat du Quartier des spectacles のマーケティング／コミュニケーション・ディレクターである




du Québec à Montréal.　以下，UQAM と呼ぶ）のキャンパスが約 200m×120m の長方
形のスーパーブロックを占めている。なお，Place des Arts 側に建てられた校舎の壁面は
プロジェクション・マッピングのスクリーンとしても使用されることがある。以上のよう
に QDS 中心部の空間は連続するスーパーブロックの存在で特徴づけられる。QDS の他の
部分は比較的小規模な敷地の連続で成り立っており，人間的なスケールの街並みが形成さ
れている。なお，これらのスーパーブロックは QDS 開始前から存在していたものである






が同地区を新たな UED に変えている（Sagalyn 2001）。一方で，ボストン市のウォーター
フロントでは地区固有の歴史と関連づけられた UED が形成されている。以下に，QDS と
地区固有の歴史についてその概略を示す。
　QDS の歴史について記した Thibert（2015）によれば，第 1 次大戦末期には QDS の中
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1950 年代には同地区が衰退しはじめ，一方で専門的な劇場が増え始めた。特に重要な変
化は，前述の Place des Arts が 1963 年に建設され，同地区に芸術活動の集中を引き起こ
した，とのことである。また，Deschênes（2018）によれば，現在の Place des Arts の前
身となる第一次 Place des Arts とも呼ばれる地区が 1947 年から 1954 年まで存在してい
たが，そこにアーティストが集まる共同ワークショップがあり，共産主義についての議論
がなされるような場ともなっていた。しかし 1954 年に衛生上の問題を理由にワークショッ
プが閉鎖され，第二次となる現在の Place des Arts が当時の市長と地元ビジネス・コミュ
ニティにより経済的エリート階級に向けて建設された，ということである。

















モントリオールで初めて設立された Vehicle Art が 1979 年に入居した。1980 年代はじめ
にはその周辺のビルにもアーティストが入居しはじめ，1990 年代にはアーティストの集
中がピークとなった。しかし 2000 年になると同ビルが立地する敷地を入手したケベック




ことが 2008 年に決定された。歴史的建造物である同ビルの再利用は QDSP が本地区のリ
ニューアルを象徴するものとして 2003 年より要望していたものであり，それが受け入れ
（5） Graham, Hughes. （2017 年 6 月 28 日） Red-light tour takes trip into Montreal’s racy past: City’s ‘flowing taps’ 
during Prohibition fueled crime, gambling. The Canadian Press.　閲覧日：2019 年 1 月 18 日 .
（6） Quartier des spectacles.（February 28, 2008） A New Vocation for the Blumenthal Building. <https://www.





　2003 年は QDSP が結成された重要な年であるが，その経緯は以下のとおりである。
QDS は，2002 年に開催されたモントリオール・サミットにおいて，モントリオールの 10
大プロジェクトの一つとして位置づけられた。サミットではモントリオールを “Metropolis 
of creation and innovation open to the world” とする方策について話し合われ，モントリ
オールが文化開発政策（cultural development policy）を採択するべきであるとの提案が
なされ，その採択が 2005 年になされた。2006 年にはモントリオールが UNESCO City of 
Design に指定されたが，それがモントリオールを Cultural Metropolis として世界的に認
知させるものになると認識された。2007 年にモントリオール市，ケベック州政府，カナ
ダ 政 府 な ど に よ り Cultural Metropolis の 促 進 を 図 る イ ベ ン ト で あ る Rendez-vous 
November 2007-Montréal, Metropolis at the Palais des congrès の開催をきっかけに QDS
の西側地区の開発が宣言された。そしてモントリオール市都市計画である The Special 
Planning Program（SPP）の第 1 段階の開始として QDS の開発が決定された。その資金
的裏付けが，上記 3 者から提供されたそれぞれ 4000 万ドル，総額 1 億 2000 万ドルの公共
投資である（Ville de Montreal, 2008）。その後，2011 年に QDS の中核である Place des 
Arts の敷地内にモントリオール交響楽団ホール（Maison Symphonique de Montréal）が











　QDS に立地する UQAM も変容しつつある。Thibert（2015）によれば，19 世紀からの





　一方で，QDSP の Mair 氏は，地区周辺での家賃高騰により，これまで低家賃で生活し
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4．QDSの政策的位置づけ











デオなど音楽産業を支えるために 1978 年に設立された非営利組織である Association 
québécoise de l’industrie du disque, du spectacle et de la vidéo（以下，ADISQ と呼ぶ）
の調査をきっかけとするものである，とする。ADISQ は 2001 年に，モントリオール中心













認されるに至り，2003 年に前述の QDSP も設立されることとなったのである。
5．QDS内の主要な地区の特性
　QDS を UED として機能させている主要な公共空間の特性についてその概要を以下に
示す。
1）　PlacedesArts
　Deschênes（2018）によれば，1963 年に建てられた Place des Arts とその周辺地区が




ターテインメント空間に取り囲まれている。夏季は Place des Arts の正面アクセスとも
なる Saint Catherine 通りが車両通行止めとなるため，向いのスーパーブロックを占める
複合商業施設の Complexe Desjardin と一体化して，多様な活動が展開されるステージ空
間となる。来訪者にとっては Place des Arts 内の美術館やコンサートホールなどの施設
に入場しなくても，屋外において多様なビジュアル・アートやパフォーマンス・アートを
体験できる。沿道のカフェやレストランに加え Place des Arts の地下にもカフェや本屋
などがあり，また地下でも Complexe Desjardin と連結されているので，特に地区外から





ル・ジャズフェスティバルの拠点となった The Blumenthal Building の Place des Arts に
向いた壁面は夜間にはアート作品として演出される。なお，The Blumenthal Building に
隣接する îlot Balmoral と呼ばれるデザイン性の高い建物が 2018 年に完成したが，QDS
のシンボルカラーである赤色を壁面に大胆に使用した建物で，今後，QDS 内のフラッグ
シップ・ビルディングとしてまたランドマークとして機能するものと思われる（7）。その最
初のテナントとして，National Film Board が 2019 年の秋に入居する予定となっている。
2）　Placedesfestivals
　QDS を象徴するパブリック・オープンスペースとして，Place des Arts の西側に隣接
して Place des festivals と呼ばれる約 190 ｍ×40 ｍ，面積約 7500 ㎡の広場が整備されて
いる。この空間は，Place des Arts の北側に設けられた約 200 ｍのプロムナード状のアー
ト空間である Promenade des Artistes を経て Place des Arts 東側に隣接する約 90 ｍ×
80 ｍの Parterre du Quartier des spectacles と呼ばれる公園につながり，Place des Arts
南側の境界となる Saint Catherine 通りにつながる。その結果，Place des Arts の周囲が
すべてエンターテインメント空間としてのパブリック・オープンスペースで囲まれた形に
なっている。Deschênes（2018）によれば Place des Arts は QDS の中核として，当初か
らベルト状にフェスティバル空間で囲まれるように計画されており，実際にその通りに整
備されていることが分かる。
　Place des festivals は屋外コンサートやアート・イベントの場として使われるが，筆者
の観察によれば，それらが催されていない時には，少なくとも夏季であれば人々の散策や
休憩の場としても気軽に使われており，都市中心部における貴重なアメニティ空間となっ
ている。同地区の象徴は，高さ 25 ｍの 4 基の照明装置である（写真 2）。この照明装置は
QDS のために特別に制作されたもので，現地ではその形状から「歯ブラシ」とも呼ばれ
るユニークなデザインとなっている（Joel 2012:134）。「歯ブラシ」はさらに，大型のスピー
（7） Société d’Habitation et de Développement de Montréal. îlot Balmoral: Your new address at the heart of the 
Quartier Latin.　https://www.shdm.org/en/news/uqacs-ecole-nad-moving-to-ilot-balmoral/　閲覧日：2019 年
1 月 15 日
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カーやアート作品を吊り下げる装置としても機能する。広場の舗装面には人の動きに反応
するカナダで最大のインタラクティブな噴水が 235 基埋め込まれている。また 2 つのレス
トランも広場の横に配置されている。





ジが合体する場所となっているとする。この Place des festivals は外見上は「歯ブラシ」
以外には一見何の特徴もない平凡なオープン・スペースだが，エンターテインメントの実
験的な空間として独自のものである。なお，Place des festivals には座席はないが，敷地
の片側が緩やかな傾斜地となっており，少し高みからイベントを見ることも可能である。
本地区はまた，前述の The Blumenthal と îlot Balmoral と道路をはさんで向かい合って
おり，両者のユニークな建築物を見て楽しめる眺望の場としても機能する。
3）　QuartierLatin








訪問者全体の 75％を占めるという。しかし本地区には Place des Arts その他が立地する
QDS の西側地区ほど空き地は多くなく，そのため不動産開発にとっては西側地区ほどの
魅力はない，ということである。実際に Quartier Latin の中心的な道路である Rue Saint-
Denis を歩いてみると，レストランやバーその他各種店舗が隣接して続いており再開発の
対象となるような敷地あるいは空閑地を沿道に見つけることはできなかった。
　その一方で，Quartier Latin は筆者が 1993 年に訪れた時に比べると，全体に衰退して
きているようにも見えた。UCAM の大学生でもあった Deschênes（2018）によれば，Rue 
Saint-Denis 沿道で伝統的に開催されていたフェスティバルは Place des Arts に移って
いった，とのことである。また 2012 年の学生によるストライキが同地区の衰退に影響を







　UQAM キャンパスは QDS のメインストリートである Saint Catherine 通りに面して立
地している。業務や商業ビルに囲まれた都市型のキャンパスであり，QDS の重要な構成
要素となっている。本地区にはその他に Cégep du Vieux Montréal と INIS（The National 
Institute of Image and Sound）という高等教育機関が立地し，全体で約 50,000 人の学生
が所在する。Deschênes（2018）によれば，UQAM は QDS の東側地区と西側地区にパビ
リオンを設置しており，さらに中心部の Place des Arts 地下鉄駅と直結するかたちで新
しいパビリオンを建設し，QDS の文化性と賑わいを高めている，ということである。そ
れはまた，長い間空閑地であった当該敷地（地下鉄駅上空の土地）の問題を解決するもの
でもあった，とのことである。UQAM は，さらに 2018 年に Quartier Latin キャンパスの
改修を宣言した。その中心が Place Pasteur と呼ばれる中庭である。改修は，屋外ファニ
チャーの取り換え，歩道の拡幅，植栽スペースや日当たりの良い場所の拡大などである。
UQAM キャンパスのこのような改修は同大学が 2019 年に 50 周年を迎えることを記念し
てのものでもある。工事現場を観察すると，この中庭は，前面の車道・歩道と一体化した




して QDS の重要な実験的プロジェクトとなっている。Jardins Gamelin は，もともとホー
ムレスや精神障害者，麻薬売買人や使用者が集まる問題の場所であった。Semenak（8）によ
― 180 ―









にとっては特別に重要な場所である。なお，QDSP は，市から委託される形で Pepiniere 
& Co. という非営利のアーバンデザイングループと Sentier Urbain という都市農業コレク
ティブの団体と協力しながら同地区で 5 月から 10 月までの間イベントを運営している。
Semenak（2015）によれば，Jardins Gamelin のプログラミングを QDS のために担当し












の実態の提示を試みた。QDS は，以下のとおり，今後の UED の研究についていくつかの
新しい研究トピックを示唆している。
1）　メディア／エンターテインメント・インフラストラクチャー
　QDS を特徴づけているのは Place des festivals のイベント専用の照明灯や地下の電源





（8） Semenak, Susan （updated Jun 27 ,2015） Montreal Gazette“Jardins Gamelin: a rough spot gets a new look. 
2019 January 13.　https://montrealgazette.com/life/jardins-gamelin-a-rough-spot-gets-a-new-look　閲覧日 : 2019













　QDS では他の UED と同じようにジェントリフィケーションの傾向が強まっており，都
市中心部で創作活動をしていたアーティストたちが地区外に移り住まなくてはいけない状
況が発生している。しかし一方で Jardins Gamelin に見られるように，社会的弱者を含め
多様な人々を積極的にアートやフェスティバルの空間に呼び込もうという試みも QDS 内







が ephemera planning として概念化しており，QDS はその典型的な事例になるものと思
われる。上記 2）で示したアーティストの関わりが一つの研究対象として考えられる。
　本稿は，QDS が都市計画・都市観光の観点から UED 研究の新しい課題あるいは視点を
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　本稿は，平成 29 年∼ 32 年度科学研究費補助金による基礎研究（C）「文化的消費主導の
都市計画論：グローバル都市におけるエンクレイブの役割と意義」（研究代表者 榎戸敬介，
課題 ID 17878483）の成果の一部である。




　Montreal’s Le Quartier des spectacles （QDS）, which has been developed as a new 
center for cultural events and festivals, demonstrates an innovative approach to the 
formation of an Urban Entertainment District （UED）. This QDS is a mixed-use district 
of one square kilometer adjacent to Montreal’s central business district where public 
open spaces such as parks, plazas, and walkways have been redeveloped as sites for 
various cultural activities. The Quartier has also been a driving force behind the 
regeneration of the central area of Montreal. It is distinctive not only for its redesign of 
public open spaces, but also for the establishment of a public-private partnership 
involving local artists, media, and administrators, which brought the entire district 
together as a unified entertainment space. The QDS offers us a host of new topics for 
the study of UDE, including; 1） entertainment infrastructure, 2） participation of local 
artists in a UED organization, 3） exclusiveness and inclusiveness of public spaces, and 
4） ephemera planning.
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kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/（2018 年 12 月 16 日確認）
〔研究ノート〕
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　その一方で，日本経済新聞（2017 年 5 月 18 日）が「軽度介護新手法が低調―住民主






















合事業のガイドライン」（改正版，2018 年 4 月 1 日適用）https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
12300000-Roukenkyoku/0000205730.pdf（2018 年 12 月 16 日確認））
（4） 2018 年 3 月に公表された総合事業実施状況に関する報告書でも，総合事業訪問型サービスにおける「住人主
体による支援」は実施主体全体のうち 3.7％と報告されており，増加の兆しは見られない。（厚生労働省「平
成 29 年度介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備事業の実施状況に関する調査研究事業報
告書」https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000211813.pdf（2018 年 12 月
16 日確認））
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これら 3 つのリサーチクエスチョンにつき解を導き出すことを目的として，高齢者向け生


































2017 年 6 月 ・全体計画，システム仕様の決定発注
・各フィールドでの体制づくり，情報共有
7 月～9 月 ・システム開発期間
・アンケート質問項目に関する検討～改訂版キャリア介護システムへの埋め込み


























（7） 調査対象者が従事するボランティア活動分野は，高齢者 49.8％，青少年・子ども 21.6％，障害児・者































































































































































承認 ①　「ありがとう」と感謝され，やる気が湧いた。 92％ 97％




活動内容 ③　必要とされる，意義ある活動ができた。 95％ 90％
活動状況 ④　組織のサポートもあり，適度な活動量だった。 77％ 81％







成長 ⑦　今日の支援で，能力・技術が少し向上した気がする。 46％ 81％
選択と自己決定 ⑧　今日の支援で，自分なりに工夫ができた。 71％ 68％
実績蓄積 ⑨　今日の支援実績が蓄積されることはうれしい。 87％ 97％












































































































【続けようと思う―10 人中 9 人】
・互恵社会の大切さ・その輪をより広めていきたい。
・現在のサービスはまだ浸透していない。今後も焦らずにニーズを掘り起こしてく必要が
ある。2025 年までには上尾モデルとしてシステムを完成させ , 広げていきたい。


































　本表における 2017 年 12 月時点の「はい」の割合と 2018 年 3 月時点の「はい」の割合
を比較すると，まごころサービスでは 10 項目中 6 項目で，CUC 宅配サービスでは，10































































個別化 ①　利用者が抱える課題に先入観を持たずに接した。 80％ 80％ 93％ 95％




接することができた。 71％ 77％ 72％ 76％
受容 ④　利用者の価値観・習慣を，表情や状況からも読み取り尊重した。 81％ 85％ 78％ 75％




で決めてもらえた。 87％ 86％ 85％ 88％
秘密保持 ⑦　利用者のプライバシーを守っている。 90％ 93％ 93％ 95％
ストレングス ⑧　利用者が気づいていない能力をひきだそうとした。 56％ 54％ 41％ 44％
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ステム構築―活動履歴管理システムの実証実験から得られた示唆」『千葉商大論叢』第







www.city.ichikawa.lg.jp/common/000264624.pdf（2017 年 9 月 22 日確認）
・厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/index.html











因 , サービス利用者と担い手の双方にとって望ましい生活支援サービスのあり方 , その望
ましいサービス品質を保証するための学習システムについてのインプリケーションを得る
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国税通則法 68 条 1項に規定する「隠ぺい・仮装」に関する一考察
 久保田　俊　介
1．はじめに






　また，国税通則法 68 条 1 項には，過少申告加算税に該当し，「納税者がその国税の課税
標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し，又は仮装し，そ
の隠蔽し，又は仮装した（以下「隠ぺい・仮装」とする。）ところに基づき納税申告書を
提出していたときは，…略…当該基礎となるべき税額に 100 分の 35 の割合を乗じて計算
した金額に相当する重加算税を課する。」としている。つまり，「隠ぺい・仮装」を行った
場合には，通常の過少申告加算税 10% に代えて 35% の加算税を課している。また同条 2
項の無申告加算税の場合にも，「隠ぺい・仮装」を行った場合には，通常の無申告加算税
15% に代えて 40% の重加算税を課すとしている。
　重加算税について最高裁判決昭和 58 年 10 月 27 日判決で，「国税通則法 65 条の過少申













（1） 最高裁判決昭和 58 年 10 月 27 日判決
〔研究ノート〕
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平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度
実地調査件数  29,023 件  28,843 件  31,336 件  30,942 件
非違があった件数
（うち不正計算があった件数）
 20,844 件  21,016 件  22,926 件  23,140 件
　5,327 件   5,614 件   6,349 件   6,728 件
申告漏れ所得金額
（うち不正所得金額）
3,567 億円 3,676 億円 3,392 億円 5,291 億円
 927 億円  651 億円  794 億円  893 億円
調査による追徴税額  774 億円  642 億円  692 億円  950 億円
（出所）国税庁ホームページ『報道発表資料』











（https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/hojin/100703_02/00.htm（最終観覧日平成 31 年 1 月 1 日））より筆者作成
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とする考え方が，有力説であると考えられている。
















　最高裁昭和 62 年 5 月 8 日判決（上記福岡高裁昭和 59 年 5 月 30 日判決の上告審）では，

















（2） 福岡高裁昭和 59 年 5 月 30 日判決
（3） 最高裁昭和 62 年 5 月 8 日判決
（4） 品川芳宣，『附帯税の事例研究〈第 4 版〉』，財経詳報社出版，平成 24 年 7 月 24 日，p312
（5） 品川芳宣，前掲書（注 4），p312-313
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（6） 熊本地裁昭和 57 年 12 月 15 日判決
（7） 酒井克彦，「第三者による隠ぺい・仮装行為と重加算税―依頼者の注意義務と帰責性―」，『税理』，51 巻 7 号，
平成 20 年 6 月，p103
（8） 酒井克彦，前掲論文（注 7），p103
（9） 酒井克彦，「税理士による隠ぺい・仮装行為と重加算税―納税者の税理士に対する選任・監督義務―」，『税理』，
51 巻 8 号，平成 20 年 7 月，p90-91
（10）山田俊一，「重加算税が課される要件」，『税理』，平成 25 年 4 月，p224
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裁平成 11 年 4 月 12 日判決では，「納税者が自己の委任している税理士に帳簿等を秘匿す
る行為も右の場合（16）に含まれると解するのが相当である。なぜならば，税理士は，税務
（11）山田俊一，前掲論文（注 10），p224
（12）大阪高裁平成 3 年 4 月 24 日判決













　また，山口地裁平成 11 年 4 月 27 日判決では，「税理士ないしその事務員に対する右隠
ぺい行為もまた，前記過少に申告する意図を外部からうかがい得る特段の行為と解するに
妨げないというべきである。」（18）としている。




をなしたものというべきである。したがって，国税通則法 68 条 1 項により，原告に重加
算税を課した被告の処分は適法である。」（20）としている。
















（17）横浜地裁平成 11 年 4 月 12 日判決
（18）山口地裁平成 11 年 4 月 27 日判決
（19）津地裁平成 8 年 5 月 13 日判決
（20）前掲地裁（注 19）
（21）神戸地裁平成 5 年 3 月 29 日判決
（22）酒井克彦，「租税専門家に対する秘匿行為と重加算税」，『税理』，51 巻 3 号，平成 20 年 3 月，p124-125，及
び酒井克彦，「重加算税の成立時期と法定申告期限後の隠ぺい・仮装（1）―虚偽答弁を中心として―」，『税理』，
平成 20 年 1 月，p86 を参照されたい。
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（23）澤井勝美，「無記帳者の重加算税について」，税大論叢第 84 号平成 28 年 6 月 30 日
（24）国税不服審判所ホームページ（http://www.kfs.go.jp/service/MP/01/0605030200.html#a100（最終観覧日平
成 30 年 12 月 30 日））
（25）前掲ホームページ（注 24）
（26）最高裁平成 7 年 4 月 28 日判決
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⑤　隠ぺい・仮装が行われた時期





　このように隠ぺい・仮装が行われた時期については，原則的に国税通則法 15 条 2 項 13
号より「過少申告加算税，無申告加算税又は第 68 条第 1 項若しくは第 2 項（申告納税方
式による国税の重加算税）の規定による重加算税」及び同条同項 14 号には，「不納付加算

























51 巻 1 号，平成 20 年 1 月，p86
（28）大阪高裁平成 5 年 4 月 27 日判決
（29）「申告所得税の重加算税の取り扱いについて（実務運営指針）」，平成 12 年 7 月 3 日付（平成 28 年 12 月 12
日付一部改正），（https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/pdf/02.pdf（最終観覧日平成 31 年 1 月 1 日））
（30）酒井克彦，前掲論文（注 27），p86
（31）東京地裁平成 16 年 1 月 30 日判決
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仮装」についてもその範囲に含まれるとしている。さらに上記東京地裁平成 16 年 1 月 30
日判決の控訴審である東京高裁平成 16 年 7 月 21 日判決では，納税者側から「本件のよう
に当初申告後に隠ぺい，仮装行為があった場合について，その後修正申告書を提出しなけ
れば重加算税を課することができないのに，その後申告義務のない修正申告書を提出した




























（32）東京高裁平成 16 年 7 月 21 日判決
（33）酒井克彦，「重加算税の成立時期と法定申告期限後の隠ぺい・仮装（2）―修正申告書の隠ぺい・仮装を中心
として―」，『税理』，51 巻 2 号，平成 20 年 2 月，p79
（34）前掲地裁（注 13）参照
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（36）大阪高裁平成 5 年 4 月 27 日判決
（37）前掲高裁（注 36）
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（38）最高裁平成 6 年 11 月 22 日判決
（39）前掲最高裁（注 38）
（40）神戸地裁平成 27 年 10 月 29 日判決参照
（41）前掲地裁（注 40）
―211―
久保田俊介：国税通則法 68 条 1 項に規定する「隠ぺい・仮装」に関する一考察
しているため「隠ぺい・仮装」行為があったとしている。

















　さらに上告審である最高裁平成 29 年 10 月 3 日では，行政庁側の申し立てに対し不受理
として決定している。
小括
　神戸地裁平成 27 年 10 月 29 日判決では，帳簿上の入場者数と異なる人数を使用して申
告書を提出している時点で「隠ぺい・仮装」を認め重加算税を賦課することが合理的と判
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　しかしながら，裁判例を見ると「隠ぺい・仮装」行為の経緯を重視するとしている場合










 （2019.1.18 受稿，2019.2.22 受理）
（45）山田俊一，前掲論文（注 10），p224
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〔抄　録〕
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平成 30年学外研究活動報告
（平成 30 年 1 月～12 月）
本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
〔学会報告〕
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